
special edition
特 集

　去る６月７日に、「平成24年度森林・林業白書」（平成24
年度森林及び林業の動向、平成25年度森林及び林業施策）が
閣議決定され、国会に提出の上、公表されました。
　平成24年度白書の特集章「森林・林業の再生と国有林」で
は、これまで進めてきた森林・林業の再生に向けた取組を
整理するとともに、森林・林業の再生に一層貢献するため
に平成25年度から一般会計化された国有林野事業の今後の
展開方向を紹介しています。
　また、冒頭のトピックスでは、海岸防災林の再生や「再生
可能エネルギーの固定価格買取制度」による木質バイオマス
利用の推進などについても取り上げています。
　本特集では、「平成24年度森林・林業白書」の
トピックスと、森林・林業の再生と国有林を特
集した第Ⅰ章（特集章）の内容をご紹介します。

森林・林業平成24年度

　

農
林
水
産
省
で
は
、
森
林
・
林

業
の
再
生
に
向
け
て
、
森
林
の
整

備
・
保
全
を
図
り
つ
つ
、
施
業
の

集
約
化
や
路
網
の
整
備
、
人
材
の

育
成
を
軸
と
し
て
、
効
率
的
か
つ

安
定
的
な
林
業
経
営
の
育
成
、
木

材
の
加
工
・
流
通
体
制
の
整
備
、

木
材
利
用
の
拡
大
等
に
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。

　

平
成
24
年
度
に
は
、
前
年
度
に

改
正
さ
れ
た「
森
林
法
」が
施
行
さ

れ
、
適
切
な
森
林
施
業
の
確
保
や

無
届
伐
採
に
対
す
る
措
置
が
強
化

さ
れ
る
と
と
も
に
、
森
林
所
有
者

把
握
の
た
め
の
届
出
制
度
等
が
導

入
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
持
続
的

な
森
林
経
営
を
確
保
す
る
た
め
、

面
的
な
ま
と
ま
り
の
あ
る
森
林
を

対
象
に
、「
森
林
経
営
計
画
制
度
」

が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
有
林
野
事
業
は
、
公

益
重
視
の
管
理
経
営
の
一
層
の
推

進
と
森
林
・
林
業
の
再
生
へ
の
貢

献
の
た
め
、
平
成
25
年
度
か
ら
一

般
会
計
に
よ
り
実
施
す
る
こ
と
と

さ
れ
ま
し
た
。

森
林
・
林
業
の
再
生
に

向
け
た
取
組
を
展
開

トピックス

１

白
書

森林・林業の
再生と国有林

「森林経営計画」イメージ

木造で整備された公共建築物
（横浜植物防疫所つくばほ場）
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トピックス

2 
　

平
成
23
年
の
東
日
本
大
震
災
で
は
、
太
平

洋
側
沿
岸
部
の
海
岸
防
災
林
に
も
、
津
波
に

よ
り
甚
大
な
被
害
が
発
生
し
ま

し
た
。
一
方
、
海
岸
防
災
林
は
、

津
波
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
減
衰
、
漂

流
物
の
捕
捉
、
津
波
到
達
時
間

の
遅
延
等
の
一
定
の
津
波
被
害

軽
減
効
果
を
発
揮
し
ま
し
た
。

　

平
成
24
年
度
に
は
、
被
災
延

長
約
1
4
0
㎞
の
う
ち
約
50
㎞
で
海
岸
防

災
林
の
再
生
に
着
手
し
ま
し
た
。
再
生
に
当

た
っ
て
は
、
津
波
堆
積
物
等
に
由
来
す
る
再

生
資
材
も
活
用
し
な
が
ら
、
樹
木
の
生
育
基

盤
を
造
成
し
、
準
備
の
整
っ
た
箇
所
で
は
、

苗
木
の
植
栽
を
順
次
進
め
て
い
ま
す
。
植

栽
・
保
育
に
当
た
っ
て
は
、
N
P
O
や
企
業

等
の
民
間
団
体
の
協
力
も
得
な
が
ら
進
め
て

い
く
予
定
で
す
。

「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
固
定
価
格
買
取
制
度
」

等
に
よ
り
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
を
推
進

トピックス

3 

トピックス

4　

平
成
24
年
７
月
に
、
宮
崎
県
の
綾
地

域
が
、
ユ
ネ
ス
コ
の「
生
物
圏
保
存
地
域
」

（
ユ
ネ
ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
）に
登
録
さ
れ
る

こ
と
が
決
ま
り
ま
し
た
。
我
が
国
で
５
か

所
目
の
ユ
ネ
ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
で
あ
り
、

国
内
最
大
規
模
の
照
葉
樹
林
が
存
在
す
る

と
と
も
に
、
自
然
と
人
間
の
共
存
に
配
慮
し
た
取
組
が
行
わ

れ
て
い
る
こ
と
が
高
く
評
価
さ
れ
ま
し
た
。

　

九
州
森
林
管
理
局
で
は
、
平
成
16
年
度
か
ら「
綾
の
照
葉
樹

林
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」と
し
て
、
宮
崎
県
、
綾
町
、
公
益
財
団
法

人
日
本
自
然
保
護
協
会
及
び「
て
る
は
の
森
の
会
」と
の
協
働

に
よ
り
、
照
葉
樹
林
の
保
護
・
復
元
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

平
成
24
年
７
月
か
ら「
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
固
定
価
格
買
取
制
度
」が
始
ま
り
ま
し

た
。
同
制
度
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
源

を
用
い
て
発
電
さ
れ
た
電
気
に
つ
い
て
、
電

気
事
業
者
に
買
取
義
務
を
課
す
る
も
の
で
す
。

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
か
ら
発
電
さ
れ
た
電
気
に

つ
い
て
は
、「
間
伐
材
等
由
来
の
木
質
バ
イ
オ

マ
ス
」、「
一
般
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
」及
び「
建

設
資
材
廃
棄
物
」の
別
に
買
取
価
格
が
設
定

さ
れ
ま
す
。
林
野
庁
で
は
、
発
電
利
用
に
供

す
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
識
別
・
証
明
の
た

め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

平
成
24
年
８
月
に
は
福
島
県
会
津
若
松
市

の
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
所
が
、
間
伐
材
等

由
来
の
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
使
用
す
る
施
設

と
し
て
、
同
10
月
に
は
山
口
県
岩
国
市
の
木

質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
所
が
、
既
存
の
発
電
所

で
、
そ
れ
ぞ
れ
初
め
て
同
制
度
に
よ
る
認
定

を
取
得
し
て
売
電
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

津
波
で
被
災
し
た
海
岸
防
災
林
の
再
生
を
開
始

綾
の
照
葉
樹
林
が「
ユ
ネ
ス
コ

エ
コ
パ
ー
ク
」に
登
録

岩国市の木質バイオマス発電施設

ユネスコエコパークの位置とゾーニング

西米良村

小林市

宮崎市

国富町

綾町

綾の照葉樹林
林野 2013.6 No.755
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ア
実
効
性
の
高
い
森
林
計
画
制
度

　

平
成
23
年
７
月
に「
森
林
・
林
業
基
本
計

画
」の
見
直
し
と
あ
わ
せ
て
、「
全
国
森
林
計

画
」の
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。
同
計
画
で

は
、
地
域
主
導
で
森
林
の
区
域
を
設
定
で
き

る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
伐
採
・
造
林
の

基
準
や
計
画
量
等
を
明
示
す
る
も
の
と
し
ま

し
た
。

　

ま
た
、「
市
町
村
森
林
整
備
計
画
」に
つ
い

て
は
、
地
域
の
森
林
の
整
備
等
に
関
す
る
長

期
の
構
想
と
そ
の
実
現
の
た
め
の
規
範
を
示

　

我
が
国
の
林
業
は
、
昭
和
50
年
代
後
半

以
降
、
木
材
価
格
が
下
落
す
る
一
方
、
経
営

コ
ス
ト
は
増
加
し
た
こ
と
か
ら
、
経
営
の
採

算
性
が
大
幅
に
悪
化
し
ま
し
た
。
こ
の
た

め
、
林
業
生
産
活
動
は
停
滞
し
て
、
平
成

14
年
に
は
国
産
材
供
給
量
は
戦
後
最
低
の

1
，
6
0
8
万
㎥
ま
で
減
少
し
ま
し
た
。
こ

の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
て
、
平
成
13
年

に「
森
林
・
林
業
基
本
法
」が
制
定
さ
れ
、
以

後
、
同
法
に
基
づ
く
総
合
的
な
施
策
が
展
開

さ
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
国
産
材
供
給
量
は
増

加
に
転
じ
ま
し
た
。

　

近
年
、
我
が
国
の
森
林
は
量
的
に
充
実
し

て
、
本
格
的
な
利
用
が
可
能
な
段
階
に
あ
り

ま
す
が
、
我
が
国
の
林
業
は
、
依
然
と
し
て

⑴
森
林
・
林
業
の
再
生
に
向
け
た
取
組
の
背
景

生
産
性
が
低
く
、
森
林
所
有
者
の
林
業
に

対
す
る
関
心
は
低
下
し
て
い
ま
す
。
こ
の
た

め
、
森
林
資
源
が
十
分
に
活
用
さ
れ
な
い
ば

か
り
か
、
必
要
な
施
業
が
行
わ
れ
ず
、
多
面

的
機
能
の
発
揮
が
損
な
わ
れ
る
こ
と
も
懸
念

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
森
林
・
林
業
の
再
生
に

向
け
た
取
組
を
強
化
・
加
速
化
す
る
た
め
、

施
業
の
集
約
化
や
路
網
の
整
備
、
人
材
の
育

成
を
軸
と
し
て
、
効
率
的
か
つ
安
定
的
な
林

業
経
営
の
基
盤
づ
く
り
と
木
材
の
安
定
供

給
・
利
用
拡
大
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
、
平

成
22
年
以
降
、
法
制
度
や「
森
林
・
林
業
基

本
計
画
」の
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。

⑵
森
林
・
林
業
の
再
生
に
向
け
た
主
な
取
組
状
況

森林・林業の
再生と国有林

森
林
・
林
業
の

再
生
に
向
け
た
取
組

第Ⅰ章
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（85）

H2
（90）

7
（95）

12
（2000）

17
（05）

22
（10）

（年）

国産材（用材）供給量

木材自給率（右軸）

3,456万㎥

1,937万㎥

31.7%

26.6%18.2%

1,608万㎥

国
産
材
供
給
量

木
材
自
給
率

H14（2002）年

国産材供給量と木材自給率の推移

「森林・林業基本計画」における
木材供給量の目標と総需要量の見通し

森林の土地所有者届出制度の概要

届出書の様式

「地域森林計画」の対象と
なっている森林の土地

対象

売買、相続、贈与、法人
の合併等により新たに取
得した場合

（個人・法人、面積、取得の原
因に関係なし。ただし、「国土
利用計画法」に基づく届出が行
われたものを除く。）

届出が必要な場合

・土地の所有者となった
日から90日以内

・取得した土地の所在す
る市町村の長に届出

届出期間・届出先

・届出者と前所有者の住所氏名
・所有者となった年月日
・所有権移転の原因、土地の所在場所・面積等。添付書類は、登記事

項証明書（写しも可）、土地売買契約書、相続分割協議書の写しな
ど、届出者がその土地の所有権を有することを証明できるもの

・土地の位置を示す図面

届出事項

資料：林野庁「木材需給表」

資料：「森林・林業基本計画」（平成23（2011）年７月）
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す
も
の（
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
）と
位
置

付
け
、
森
林
の
区
域
や
路
網
計
画
等

も
図
示
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

イ
適
切
な
森
林
施
業
の

　
確
保
等

　
「
森
林
法
」の
改
正
に
よ
り
、
無
届

伐
採
に
対
す
る
市
町
村
長
の
伐
採
中

止
・
造
林
命
令
や
所
有
者
不
明
森
林

に
お
け
る
施
業
代
行
制
度
が
導
入
さ

れ
ま
し
た
。
ま
た
、
森
林
所
有
者
の

把
握
の
た
め
、
新
た
に
森
林
の
土
地

所
有
者
と
な
っ
た
者
の
市
町
村
へ
の

届
出
や
、
森
林
所
有
者
情
報
の
行
政

機
関
内
部
で
の
共
有
等
の
制
度
が
導

入
さ
れ
ま
し
た
。

ウ
効
率
的
か
つ
安
定
的
な

　
林
業
経
営
の
育
成

　

施
業
の
集
約
化
を
一
層
推
進
す
る

た
め
、
平
成
24
年
度
か
ら
、
面
的
な

「森林経営計画制度」の概要

ま
と
ま
り
を
も
っ
た
森
林

を
対
象
に
、
森
林
所
有
者

や
森
林
の
経
営
の
委
託
を

受
け
た
者
が
森
林
の
継
続

的
な
施
業
・
保
護
に
関
す

る
計
画
を
作
成
す
る「
森
林

経
営
計
画
制
度
」が
導
入

さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
森
林
施
業
の
効

率
的
な
実
施
の
た
め
、
一

般
車
両
の
走
行
を
想
定
し

た「
林
道
」、
10
ト
ン
積
程

度
の
ト
ラ
ッ
ク
の
走
行
を

想
定
し
た「
林
業
専
用
道
」、

林
業
機
械
の
走
行
を
想
定

し
た「
森
林
作
業
道
」の
３

区
分
に
整
理
し
て
、
こ
れ

ら
を
組
み
合
わ
せ
た
丈
夫

で
簡
易
な
路
網
の
整
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
高
性
能
林
業
機
械
の
開
発
・
改

良
と
普
及
を
進
め
る
と
と
も
に
、
林
業
事
業

体
が
施
業
集
約
化
等
に

積
極
的
に
取
り
組
む
こ

と
が
で
き
る
よ
う
、
森

林
組
合
の
改
革
や
事
業

環
境
の
整
備
を
進
め
て

い
ま
す
。

エ
人
材
の
育
成
・

　
確
保

　

林
業
へ
の
新
規
就
業

者
の
確
保
の
た
め
、
平

成
15
年
度
か
ら「
緑
の
雇

用
」事
業
を
実
施
し
て
お
り
、
平
成
23
年
度
か

ら
は
、
現
場
技
能
者（
林
業
作
業
士（
フ
ォ
レ

ス
ト
ワ
ー
カ
ー
）、
現
場
管
理
責
任
者（
フ
ォ

レ
ス
ト
リ
ー
ダ
ー
）、
統
括
現
場
管
理
責
任
者

（
フ
ォ
レ
ス
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
））と
し
て
、
段

階
的
か
つ
体
系
的
な
人
材
の
育
成
を
図
っ
て

い
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
19
年
度
か
ら
、
施
業
の
集
約

化
を
担
う
人
材（
森
林
施
業
プ
ラ
ン
ナ
ー
）を

育
成
し
て
お
り
、
今
後
、
同
プ
ラ
ン
ナ
ー
は

「
森
林
経
営
計
画
」の
中
核
を
担
う
者
と
し
て

活
躍
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
森
林
・
林
業
行
政
に
お
け
る
市

町
村
の
役
割
が
重
要
と
な
る
中
、
市
町
村
の

高密度の路網を活用した搬出間伐

「森林経営計画」の図面（例）
（面的なまとまりのある森林）

計画的・効率的な森林の施業・保護を通じた、森林の有する多面的機能の十全な発揮
目的

所得税・相続税の特例措置、日本政策金融公庫等における融資条件の優遇、各種補助金等の支援対象
メリット

森林所有者又は森林所有者から森林の経営の委託を受けた者
作成者

５年間
計画期間

市町村長等
認定者

森林経営の長期方針、森林の現況と伐採・造林計画、森林の保護、路網の整備等
計画内容

（属地計画）林班又は隣接する複数林班の面積の1/2以上（ただし、計画作成者の働きかけ
や市町村のあっせんに応じない森林所有者の森林は、1/2要件の分母から控除できる）

（属人計画）単一の経営主体が自ら所有する森林の面積が100ha以上

要件

森
林
所
有
者

都道府県
職員

計画作成
を委託 森林経営の主体

（森林組合、民間事業体、
森林所有者等）

施業実行の主体

森林経営計画

市町村
森林整備計画市町村

現場技能者

（森林組合、民間事業体、
森林所有者等）

計画実行の
中核を担う者

森林施業
プランナー

森林総合
監理士

（フォレスター）

森林経営計画に
基づく施業の監理

市町村森林整備計画作成や
森林経営計画の認定など、
市町村の森林・林業行政を技術面で支援

作成

資格試験
認定

育成

認
定

相
談

指
導
・
助
言

計画作成の
中核を担う者

計画作成
を提案

施業の
提案・受託

林野庁
職員

市町村
職員

民間

森林経営計画に
基づく施業の監理

森林・林業の再生を担う人材の役割

公募ボランティアによる施業集約化
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特 集

ア
公
益
重
視
の
管
理
経
営
の
一
層
の
推
進

　

こ
れ
ま
で
も
、
国
有
林
野
事
業
で
は
、

個
々
の
国
有
林
野
を
重
点
的
に
発
揮
さ
せ
る

べ
き
機
能
に
よ
り
区
分
し
た
上
で
、
間
伐
等

の
施
業
や
治
山
事
業
、
路
網
整
備
等
を
実
施

し
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
生
物
多
様
性
の
保

全
の
た
め
、「
保
護
林
」や「
緑
の
回
廊
」の
設

定
、
世
界
遺
産
等
に
お
け
る
森
林
保
全
な
ど

に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

⑵
国
有
林
野
事
業
の
具
体
的
取
組

　

国
有
林
野
は
、
我
が
国
の
国
土
面
積
の

約
２
割
、
森
林
面
積
の
約
３
割
を
占
め
、
国

土
の
保
全
や
水
源
の
涵か
ん

養
、
自
然
環
境
の
保

全
等
の
公
益
的
機
能
を
発
揮
し
て
お
り
、
林

野
庁
が「
国
有
林
野
事
業
」と
し
て
一
元
的
に

管
理
経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。
国
有
林
野
事

業
は
、
平
成
10
年
度
の「
抜
本
的
改
革
」に
よ

り
、
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
を
旨
と
す
る

方
針
に
転
換
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ま
で
の

独
立
採
算
制
の
特
別
会
計
か
ら
、
一
般
会
計

か
ら
の
繰
り
入
れ
を
前
提
と
し
た
特
別
会
計

に
移
行
し
ま
し
た
。

　

平
成
23
年
に
は
、
林
政
審
議
会
が
、
公

益
重
視
の
管
理
経
営
の
一
層
の
推
進
と
森

森
林
・
林
業
行
政
と
地
域
の
森
林
経
営
を
支

援
す
る
専
門
家（
森
林
総
合
監
理
士（
フ
ォ
レ

ス
タ
ー
））を
育
成
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

当
面
は
、
林
野
庁
に
よ
る「
准
フ
ォ
レ
ス
タ
ー

研
修
」を
修
了
し
た
県
職
員
等
が「
市
町
村
森

林
整
備
計
画
」の
作
成
等
を
支
援
し
て
い
ま

す
。

　

こ
の
ほ
か
、
路
網
整
備
を
担
う
人
材
と
し

て
、
林
業
専
用
道
の
設
計
等
を
行
う
技
術

者
や
、
森
林
作
業
道
を
作
設
す
る
オ
ペ
レ
ー

タ
ー
も
育
成
し
て
い
ま
す
。

オ
木
材
の
加
工
・
流
通
体
制
の

　
整
備
と
木
材
利
用
の
拡
大

　

我
が
国
の
林
業
・
木
材
産
業
は
、
生
産
・

流
通
・
加
工
の
各
段
階
が
小
規
模
・
分
散
・

森林・林業の
再生と国有林

森
林
・
林
業
の
再
生
に
向
け
た

国
有
林
野
事
業
の
展
開

第Ⅰ章
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⑴
国
有
林
野
事
業
の
概
要
と
そ
の
見
直
し

林
・
林
業
の
再
生
へ
の
貢
献
の
た
め
、
国
有

林
野
事
業
を
、
収
支
に
規
制
さ
れ
た
特
別
会

計
で
は
な
く
、
一
般
会
計
で
実
施
す
べ
き
旨

の
答
申
を
出
し
ま
し
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、

平
成
24
年
に
は
、「
国
有
林
野
の
管
理
経
営

に
関
す
る
法
律
」等
の
改
正
が
行
わ
れ
、
平

成
25
年
度
か
ら
、
国
有
林
野
事
業
は
一
般
会

計
に
よ
り
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
後
は
、
新
た
な
５
タ
イ
プ
の
機
能
類

型
区
分（
山
地
災
害
防
止
タ
イ
プ
、
自
然
維

持
タ
イ
プ
、
森
林
空
間
利
用
タ
イ
プ
、
快

適
環
境
形
成
タ
イ
プ
、
水
源
涵か
ん

養
タ
イ
プ
）

に
沿
っ
て
適
切
な
施
業
を
行
う
と
と
も
に
、

「
公
益
的
機
能
維
持
増
進
協
定
」に
よ
り
、
隣

接
・
介
在
す
る
民
有
林
と
の
一
体
的
な
整

備
・
保
全
等
に
も
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
地
域
の
実
情
等
を
踏
ま
え

て
、「
保
護
林
」等
の
設
定
や
区
域
の
見
直
し

を
進
め
る
と
と
も
に
、
新

た
に
、
渓
流
等
水
辺
の
連

続
性
の
確
保
に
よ
る
森
林

生
態
系
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

形
成
に
取
り
組
む
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。

イ
森
林
・
林
業
の

　
再
生
へ
の
貢
献

　

こ
れ
ま
で
も
、
国
有
林

野
事
業
で
は
、「
森
林
の

流
域
管
理
シ
ス
テ
ム
」の

下
で
、「
森
林
共
同
施
業

団
地
」の
設
定
等
に
よ
り
、

民
有
林
と
の
連
携
に
よ
る

森
林
整
備
を
進
め
る
と
と

多
段
階
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
需
要
者
の
ニ
ー

ズ
に
応
じ
て
、
品
質
・
性
能
の
確
か
な
製
品

を
低
コ
ス
ト
で
安
定
的
に
供
給
す
る
体
制
を

確
立
す
る
こ
と
が
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
平
成
16
年
度
か
ら
の「
新
流

通
・
加
工
シ
ス
テ
ム
」や
平
成
18
年
度
か
ら

の「
新
生
産
シ
ス
テ
ム
」の
取
組
、
平
成
21
年

度
か
ら
の「
森
林
整
備
加
速
化
・
林
業
再
生

基
金
」等
に
よ
り
、
原
木
の
安
定
供
給
体
制

や
効
率
的
な
加
工
・
流
通
施
設
の
整
備
を
進

め
て
き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
公
共
建
築
物
の
木
造
化
や
木
質

バ
イ
オ
マ
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
、
木
材
輸

出
の
促
進
、
木
材
利
用
の
普
及
啓
発
等
に
よ

り
、
木
材
利
用
の
拡
大
に
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。

九州森林管理局

中部森林管理局

北海道森林管理局

東北森林管理局

関東森林管理局

近畿中国森林管理局

四国森林管理局

各森林管理局の管轄区域にお
ける国有林野の土地面積に対
する割合

森林管理局 割合
北海道 39％

東北 31％

関東 17％

中部 19％

近畿中国 4％

四国 10％

九州 12％

国有林野

国有林野の分布
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今
後
、
森
林
・
林
業
の
再
生
に
向
け
た
取

組
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
川
上
か
ら
川

下
ま
で
の
木
材
需
給
全
体
や
海
外
の
動
向
も

視
野
に
入
れ
て
、
国
産
材
の
供
給
力
向
上
と

木
材
需
要
の
拡
大
を
進
め
る
と
と
も
に
、
市

場
の
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対
応
で
き
る
加
工
・

流
通
体
制
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
関
係
者
が
問
題
意
識
を
共
有
し
た

上
で
、
相
互
の
連
携
に
よ
る
取
組
を
一
層
強

化
す
る
と
と
も
に
、
国
民
一
般
に
お
け
る
森

林
・
林
業
に
対
す
る
正
確
な
理
解
を
醸
成
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
長
期
的
視
点
に
立
ち
つ
つ
、
現

　平成24年度森林・林業白書で
は、ここで紹介したトピックスと
第Ⅰ章のほか、第Ⅱ章以下の各章
で、東日本大震災からの復旧・復
興、地球温暖化対策と森林、森林
の整備・保全、林業と山村、林産
物需給と木材産業について、事例
を交えながら紹介しています。コ
ラムでは、林業労働力の動向に関
する分析や割り箸の国内生産など
についても記述しています。
　今回の白書では、資料的な価値
を高めるため、脚注も充実させて
います。是非、業務や学習の資料
として、ご活用ください。

も
に
、
事
業
発
注
を
通
じ
た
作
業
シ
ス
テ
ム

の
普
及
・
定
着
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
有
林
材
の
販
売
を
通
じ
て
、
間

伐
材
や
民

有
林
か
ら

の
供
給
が

期
待
で
き

に
く
い
木

材
の
安
定

供
給
に
も
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

今
後
は
、
我
が
国
全
体
の
森
林
・
林
業
の

再
生
に
貢
献
す
る
観
点
か
ら
、
低
コ
ス
ト
化

を
実
現
す
る
施
業
モ
デ
ル
の
展
開
・
普
及
、

林
業
事
業
体
の
育
成
、
森
林
・
林
業
技
術
者

の
育
成
、
価
格
急
変
時
の
供
給
調
整
等
の
取

組
を
強
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

ウ「
国
民
の
森も
り林
」と
し
て
の
管
理
経
営

　

こ
れ
ま
で
も
、
国
有
林
野
事
業

で
は
、「
ふ
れ
あ
い
の
森
」や「
木
の

文
化
を
支
え
る
森
」の
設
定
等
に
よ

り
、
地
元
関
係
者
や
N
P
O
・
企

業
等
と
の
連
携
に
よ
る
国
民
参
加

の
森も

り林
づ
く
り
を
進
め
る
と
と
も

に
、「
遊
々
の
森
」の
設
定
等
に
よ

り
、
森
林
環
境
教
育
の
場
と
し
て

の
国
有
林
野
の
利
用
を
進
め
て
き

ま
し
た
。

　

今
後
も
、
こ
れ
ら
の
取
組
を
進

め
る
と
と
も
に
、「
地
域
管
理
経
営

計
画
」等
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、

そ
れ
ま
で
の
計
画
に
基
づ
く
取
組

結
果
を
示
し
た
上
で
、
計
画
案
の

作
成
前
の
段
階
か
ら
、
国
民
や
地

方
公
共
団
体
等
か
ら
幅
広
く
意
見

を
求
め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

エ
国
有
林
野
の
活
用
と
震
災
か
ら

の
復
旧
・
復
興
へ
の
貢
献

　

こ
れ
ま
で
も
、
国
有
林
野
事
業
で
は
、
国

民
の
保
健
休
養
の
場（「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の

森
」）の
提
供
や
、
地
域
振
興
の
た
め
の
国
有

林
野
の
貸
付
け
・
売
払
い
等
に
取
り
組
ん
で

き
ま
し
た
。
今
後
は
、
地
域
住
民
の
共
同
エ

ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
の「
共
用
林
野
」の
設
定

を
含
め
て
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用

に
資
す
る
国
有
林
野
の
活
用
も
進
め
る
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

国有林野の新たな機能類型「公益的機能維持増進協定」のイメージ

水土保全林

これまで 新たな機能類型

森林と人との共生林

資源の循環利用林 水源涵養タイプ
かん

快適環境形成タイプ

森林空間利用タイプ

自然維持タイプ

山地災害防止タイプ

× ×
民有林を回避する線形で路網を
作設する必要

路網

国有林

民有林

国有林

民有林

崩れやすい箇所

国有林

民有林

外来種

間伐施業地

国有林のみで実施

イメージ①（路網作設＋間伐）

イメージ②（外来樹種駆除）

協定を締結し、民有林を含めて実施

国有林のみで駆除 協定を締結し、民有林を含めて駆除

民有林が種子供給源になり、
効果が十分確保されない

より適切な路網作設が可能となり、
民有林と合わせて間伐の効率も向上

民有林を含めた区域全体で対策の
効果が確保される

森林・林業の
再生と国有林

今
後
の
課
題

第Ⅰ章
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ま
た
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復

興
に
向
け
て
、
海
岸
防
災
林
の
再
生
や
森
林

の
除
染
等
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

オ
管
理
経
営
の
実
施
体
制

　

国
有
林
野
事
業
で
は
、
公
益
重
視
の
管
理

経
営
を
一
層
推
進
し
な
が
ら
、
地
域
に
お
け

る
森
林
・
林
業
の
再
生
に
向
け
た
取
組
を
進

め
る
た
め
、
現
行
の
森
林
管
理
局
・
署
の
基

本
的
体
制
を
維
持
し
つ
つ
、
都
道
府
県
等
と

の
連
携
や
民
有
林
へ
の
指
導
・
サ
ポ
ー
ト
を

強
化
・
充
実
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

低コスト造林の技術交流会

場
の
実
情
や
国
民
の
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握

し
た
上
で
、
施
策
や
取
組
を
検
証
し
、
必
要

に
応
じ
て
見
直
し
・
改
善
を
図
る
こ
と
が
必

要
で
す
。
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